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令和７年第１回定例会（２月議会）予算及び付託議案審査関係資料（当初関係）

令和７年２月７日

企 画 振 興 部

【予算関係】

・・・市 町 村 課 知事選挙費について ３

・・・参議院議員選挙費について ５

・・・デジタル政策推進課 県・市町村によるＤＸ推進体制構築事業について（新規） ７

・・・調 査 統 計 課 令和７年国勢調査について ８

・・・国 際 課 日本語教育環境整備推進事業について １１

・・・南米訪問団派遣事業について １３

【議案関係】

市 町 村 課 「市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例案」について

・・・（議案第７５号） １４
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知事選挙費について 

 

市町村課  

 

１ 目的 

令和７年４月６日に行う第２１回秋田県知事選挙に当たり、市町村に事務経費を交付するとともに、選挙公営や

選挙啓発等を実施し、適正かつ円滑に選挙を執行する。 

・告 示 日 令和７年３月２０日（木） 

・選挙期日 令和７年４月 ６日（日） 

 

２ 内容 

（１）選挙事務費市町村交付金（市町村執行分） 

投票所や開票所の設置等に要する経費を交付する。 

（２）選挙公営・事務費（県執行分） 

候補者の選挙運動費用の一部を負担するほか、テレビやインターネットによる選挙啓発等を行う。 

 

３ 予算額 

３９０，４８１千円（○一３９０，４８１千円） 

 

（１）選挙事務費市町村交付金（市町村執行分）  ３２０，１３４千円 

投票所経費、期日前投票所経費      ２００，６５１千円 

開票所経費                ４０，７０１千円 

ポスター掲示場費             ５８，７９６千円 

その他（人件費、通信費等）        １９，９８６千円 
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（２）選挙公営・事務費（県執行分）        ７０，３４７千円 

選挙公営費                ５６，０６３千円 

    選挙啓発費                 ８，６１６千円 

その他（人件費、通信費等）         ５，６６８千円 

 

 

【参考】全体予算額                                    （単位：千円） 

区  分 令和６年度 令和７年度 計 

選挙事務費市町村交付金 ２３７，５８０ ３２０，１３４ ５５７，７１４ 

選挙公営・事務費（県執行分）  １７，９７４  ７０，３４７  ８８，３２１ 

計 ２５５，５５４ ３９０，４８１ ６４６，０３５ 
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参議院議員選挙費について 

 

市町村課  

 

１ 目的 

令和７年７月に行われる見込みの第２７回参議院議員通常選挙に当たり、市町村に事務経費を交付するとともに、

選挙公営や選挙啓発等を実施し、適正かつ円滑に選挙を執行する。 

 

２ 内容 

（１）選挙事務費市町村交付金（市町村執行分） 

投票所や開票所、ポスター掲示場の設置等に要する経費を交付する。 

（２）選挙公営・事務費（県執行分） 

投票用紙等の印刷や候補者交付物件の作成、候補者の選挙運動費用の一部負担、テレビやインターネットによ

る選挙啓発等を行う。 

 

３ 予算額 

７１５，２０９千円（○国７１５，２０９千円）  ○国：参議院議員通常選挙執行委託費 

 

（１）選挙事務費市町村交付金（市町村執行分）  ５８４，７４４千円 

投票所経費、期日前投票所経費      ３００，７１６千円 

開票所経費                ４８，１１０千円 

ポスター掲示場費            １０１，９３４千円 

その他（人件費、通信費等）       １３３，９８４千円 
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（２）選挙公営・事務費（県執行分）       １３０，４６５千円 

投票用紙、選挙公報印刷費         ３９，０００千円 

候補者交付物件作成費              ３００千円 

選挙公営費                ７０，８０７千円 

選挙啓発費                 ５，３００千円 

その他（人件費、通信費等）        １５，０５８千円 
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県・市町村によるＤＸ推進体制構築事業について（新規） 

 

デジタル政策推進課  

 

１ 目的 

人口減少や少子高齢化が進む中、市町村における質の高い行政経営に不可欠なＤＸの推進に向け、外部のデジタ

ル人材の活用により市町村の課題解決を支援する。 

 

２ 内容 

外部人材を派遣し、ＤＸの推進等に関する助言や技術的支援を行うとともに、デジタル人材の共同活用に係る広

域的な仕組みの構築に向け、課題の抽出やノウハウの蓄積を進め、令和８年度からの運用開始を目指す。 

・支援内容 ＤＸ戦略策定、フロントヤード改革、内部事務効率化等 

・支援団体 ３市町村 

 

３ 予算額 

６，０００千円（○一６，０００千円）    委託料       ６，０００千円 

                      ※委託料内訳 

                       ・派遣人件費    ４，１００千円 

                       ・派遣旅費等    １，９００千円 

 

４ スケジュール 

２月～３月 支援団体の選定 

４月～５月 業者選定、契約締結 

５月～   外部人材の派遣（３団体） 
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令和７年国勢調査について 

 

調査統計課  

 

１ 目的 

国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得る。 

 

２ 内容 

（１）調査の概要 

 ・調   査   期   日 令和７年１０月１日 

   ・調   査   対   象 調査期日において県内に常住する全ての人 

   ・調   査   項   目 世帯員の数、住居の種類、氏名及び男女の別、出生の年月等 

   ・結果の公表（予定） 人口速報集計        令和８年 ５月 

人口等基本集計       令和８年 ９月 

移動人口の男女・年齢等集計 令和８年１２月 

 

（２）事務の概要 

市町村への交付金交付や説明会の開催、テレビ・新聞への広告掲出による県民への周知、調査書類の審査等 

 

３ 予算額 

５７７，５１８千円（○国５７７，４２９千円、○諸７４千円、○一１５千円） ○国：統計調査地方公共団体委託費 

報酬、需用費、役務費等       ５４，１０４千円 

委託料（オンライン回答推進費）    ５，０００千円 

負担金補助及び交付金       ５１８，４１４千円 
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【参考】

国の委託調査

番号 目     的 基準日等 対   象   等 結果の活用方法

1  国内の人口・世帯の実態を把 ５年ごと  調査期日において県内に常住している全 ・衆議院議員の小選挙区の改定基準
 握し、各種行政施策その他の 10月１日  ての人 　など法定人口としての利用
 基礎資料を得る。 ・行政施策の基礎資料としての利用

2  国及び地方公共団体の全ての 毎 年  約2,000事業所 ・各種統計調査実施のための母集団
 事業所の活動状態等を把握す ６月１日 　情報の整備
 る。

3  学校数、学級数、児童数等の 毎 年  小･中･高等学校、幼稚園、認定こども園、 ・学校教育行政上の基礎資料
 学校に関する基本的事項を把 ５月１日  特別支援学校、専修学校、各種学校 ・地方交付税算定の基礎資料
 握する。   (約490校)

4  児童・生徒及び幼児の発育、 毎 年  小･中･高等学校、幼稚園及び認定こども ・学校保健行政上の基礎資料
 健康状態を把握する。 ４～６月  園(約150校）

5  国民の就業及び不就業の状態 毎 月  約400世帯 ・失業率算出
 を把握する。 ・景気判断や雇用対策等の基礎資料

6  商品小売価格、サービス料金 毎 月 【動向編】 ・政府の月例経済報告の基礎資料
 及び家賃の価格の変化を把握 ・価格調査(秋田市､横手市の約280店舗) ・消費者物価指数算定の基礎資料
 する。 ・家賃調査(23事業所) ・経済政策等の基礎資料

【構造編】
 ・地域別価格差調査

　(大館市、大仙市の９店舗）

7  ２人以上の世帯及び単身世帯 毎 月 ・２人以上の世帯 ・政府の月例経済報告の基礎資料
 の家計収支の実態を把握する｡   秋田市(96世帯)､大館市(24世帯) ・経済政策等の基礎資料
 ・単身世帯

　秋田市(８世帯)､大館市(２世帯)

8  雇用、給与及び労働時間につ 毎 月  常用労働者数別 ・厚生労働省における失業給付や休
 いて、毎月の動向を把握する｡ ・第１種(30人以上)　  約340事業所 　業補償の算定の基礎資料

・第２種(５～29人)　  約240事業所 ・秋田県景気動向指数や各種機関の

毎 年 ・常用労働者１～４人　約400事業所
７月 31日   

（経済センサス－活動調査実施年を除く）

令和７年度に実施する統計調査

名　　称

国 勢 調 査

経 済 セ ン サ ス －
基 礎 調 査 乙 調 査

学 校 基 本 調 査

学校保健統計調査

労 働 力 調 査

特 別 調 査

小売物価統計調査

家 計 調 査

毎月勤労統計調査

　賃金・労働時間等の動向把握
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県の単独調査

番号 目     的 基準日等 対   象   等 結果の活用方法

9  県内の経済活動の状況を計量 毎 年 度  生産、分配、支出の３面から捉えた県経 ・県経済の分析や諸施策の基礎資料
 把握する。  済の規模、構造、成長率、所得水準等

10  市町村内の経済活動の状況を 毎 年 度  市町村の経済規模、構造、成長率、所得 ・市町村経済の分析や諸施策の基礎
 計量把握する。  水準等 　資料

11  各種経済指標に基づき県内景 毎 月  県内景気動向に関連する23の指標 ・県内景気の状況について判断する
 気の動向を把握する。  　ための基礎資料

12  本県の鉱工業の生産動向を把 毎 月  鉱工業総合130品目を生産する主な事業所 ・秋田県景気動向指数等各種景気動
 握する。  (約170事業所) 　向分析の基礎資料

13  本県の年齢別・男女別人口及 毎 月  市町村 ・人口対策等各種施策の基礎資料
 び世帯の移動状況を把握する｡ 　

14  人口移動の理由について、実 毎 月  転出入者 ・人口対策等各種施策の基礎資料
 態を把握する。 　

秋 田 県 人 口 移 動
理 由 実 態 調 査 ＿

指 数 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

秋田県鉱工業生産
指数作成調査＿＿

秋田県年齢別人口
流動調査＿＿＿＿

秋 田 県 県 民 経 済
計 算 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

秋 田 県 市 町 村 民
経 済 計 算 ＿ ＿ ＿

秋 田 県 景 気 動 向

名　　称
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日本語教育環境整備推進事業について

国際課

１ 目的

令和６年３月に策定した「秋田県日本語教育の推進に関する基本的方針」に基づき、関係機関の連携体制づくり

や人材養成事業等を行い、在住外国人の日本語教育環境の整備を推進する。

２ 内容

（１）日本語教育の推進に関する会議等の開催

日本語教育の推進に関する取組状況を協議するため、各分野の関係者で構成する秋田県地域日本語教育推進会

議を開催するほか、具体的取組に関して市町村担当者等との意見交換を実施する。

【秋田県地域日本語教育推進会議】

・開催回数 年２回

・委員構成 １３名（学識経験者、日本語教育機関、外国人受入企業、市町村、在住外国人等）

（２）専門人材の配置による日本語教育環境整備の推進

日本語教育の専門知識を持つ人材を「総括コーディネーター」として新たに配置し、関係機関との連携体制を

構築しながら、具体的事業の企画・運営を行う。

・委託先 秋田県国際交流協会

（３）多文化共生フォーラムの開催

本県における多文化共生理念の啓発や日本語教育への理解を促進するため、県民向けのフォーラムを開催する。

・開催回数 １回

・対 象 者 住民、教育関係者、外国人受入企業、市町村等
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３ 予算額

７，３１６千円（○国３，６５７千円、○一３，６５９千円）

○国：教育支援体制整備事業費補助金（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業）

報償費 ３００千円

旅費、使用料及び賃借料等 ３７５千円

委託料 ６，６４１千円

※委託料内訳

・総括コーディネーターの配置 ４，７２５千円

・日本語指導者等に対する養成講座の開催 ４９７千円

・日本語学習に関する総合的な情報発信 １，４１９千円
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南米訪問団派遣事業について 

 

国際課  

 

１ 目的 

ブラジル秋田県人会及びアマゾン地域秋田県人会の２県人会が創立６５周年を迎え、記念式典を開催することか

ら、知事を団長とする訪問団を派遣し、移住者の長年の労苦をねぎらうとともに、会員との交流を深める。 

 

２ 内容 

・訪問先 ブラジル秋田県人会（サンパウロ市）、アマゾン地域秋田県人会（ベレン市） 
・時 期 令和７年１０月下旬（８日間程度） 
・訪問者 ７名（知事、議長、県関係者） 

 

３ 予算額 

  １４，８８６千円（○一１４，８８６千円）  報償費、役務費等         ６５０千円 

旅費             ９，３７９千円 

委託料             ４，８５７千円 
※委託料内訳 

・現地車両借上げ、ガイド経費  １，７２６千円 
・通訳経費           １，５３９千円 
・招宴開催経費         １，３０７千円 
・その他（送料、関税等）      ２８５千円 
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「市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例案」について（議案第７５号） 

 

市町村課  

 

１ 改正理由 

知事の権限に属する事務の市町村への移譲の推進を図るため、権限移譲対象事務に宅地造成及び特定盛土等規制

法（以下「盛土規制法」という。）の規定による特定工程（※）に係る中間検査等の事務を加える等の必要がある。    

※盛土の崩落を防ぐために盛土内部に排水施設を設置する工程など、工事の途中で行われる重要な工程のこと。 

 

２ 改正内容 

（１）権限移譲対象事務に次の事務を加える。 

  ① 都市計画法に基づく開発許可を受け、盛土規制法の許可を受けたとみなされた場合における一定規模を超え

る盛土等の特定工程に係る中間検査等（第１０条及び別表第６７の２関係【別表新設】） 

  ② 入院措置を決定した場合における精神医療審査会への通知（別表第８関係） 

③ 私立の幼稚園等を設置する学校法人の監事が欠け、運営に支障が生じるおそれがある場合における一時監事

の職務を行うべき者の選任等（別表第３１関係） 

（２）権限移譲対象事務から学校法人の台帳の調製及び解散した学校法人の書類等の保存の事務を除く。（別表第３１

関係） 

（３）その他所要の規定の整理を行う。 

 

３ 施行期日等 

（１）令和７年４月１日 

ただし、２（１）①は令和７年５月２６日 

（２）その他所要の経過措置を設ける。 
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育
て
パ
ッ
ケ
ー
ジ
）

第
六
条

子
育
て
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
係
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
、
次
の
表
の
上

第
六
条

子
育
て
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
係
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
、
次
の
表
の
上

欄
に
掲
げ
る
事
務
そ
の
他
の
事
務
で
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
表
に
定
め
る
事

欄
に
掲
げ
る
事
務
そ
の
他
の
事
務
で
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
表
に
定
め
る
事

務
と
す
る

務
と
す
る

一
～
八

略

略

一
～
八

略

略

九

私
立
の
幼
稚
園
又
は
幼
保
連
携

略

九

学
校
法
人
（
私
立
の
幼
稚
園
又
は
幼
保
連
携

略

型
認
定
こ
ど
も
園
（
中
核
市
に
あ
っ
て
は
、

型
認
定
こ
ど
も
園
の
い
ず
れ
か
又
は
全
て
の

私
立
の
幼
稚
園
）
か
ら
の
報
告
の
徴
収

設
置
を
目
的
と
し
て
設
立
さ
れ
る
も
の
に
限

る
。
）
の
設
立
の
認
可

（
ま
ち
づ
く
り
パ
ッ
ケ
ー
ジ
）

（
ま
ち
づ
く
り
パ
ッ
ケ
ー
ジ
）

第
十
条

ま
ち
づ
く
り
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
係
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
、
次
の
表

第
十
条

ま
ち
づ
く
り
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
係
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
、
次
の
表

の
上
欄
に
掲
げ
る
事
務
そ
の
他
の
事
務
で
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
表
に
定
め

の
上
欄
に
掲
げ
る
事
務
そ
の
他
の
事
務
で
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
表
に
定
め

る
事
務
と
す
る
。

る
事
務
と
す
る
。

一
～
十

略

略

一
～
十

略

略

十
一

宅
地
造
成
等
工
事
規
制
区
域
内
に
お
け
る
特

別
表
第
六
十

定
工
程
に
係
る
中
間
検
査

七
の
二

十
二
～

略

略

十
一
～

略

略

十
五

十
四

別
表
第
八
（
第
四
条
関
係
）

別
表
第
八
（
第
四
条
関
係
）

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

一
～
十
七

略

略

一
～
十
七

略

略

十
八

法
第
三
十
八
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
入

院
措
置
に
関
す
る
通
知
（
第
八
号
に
掲
げ
る
入
院
措

置
の
決
定
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

十
九

略

十
八

略

別
表
第
十
七
（
第
四
条
関
係
）

別
表
第
十
七
（
第
四
条
関
係
）

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

一
～
九

略

略

一
～
九

略

略

備
考

こ
の
表
に
掲
げ
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
、
建
築
基
準
法
第
九

備
考

こ
の
表
に
掲
げ
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
、
建
築
基
準
法
第
九

十
七
条
の
二
第
一
項
の
建
築
主
事
又
は
同
条
第
二
項
の
建
築
副
主
事

十
七
条
の
二
第
一
項
の
建
築
主
事
又
は
同
条
第
二
項
の
建
築
副
主
事

を
置
く
対
象
市
町
村
に
あ
っ
て
は
、
建
築
基
準
法
施
行
令
（
昭
和
二

を
置
く
対
象
市
町
村
に
あ
っ
て
は
、
同
法
第
六
条
第
一
項
第
四
号

十
五
年
政
令
第
三
百
三
十
八
号
）
第
百
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
又

は
第
二
号
に
掲
げ
る
建
築
物
に
係
る
も
の
に
限
る
。

に
掲
げ
る
建
築
物
に
係
る
も
の
に
限
る
。

別
表
第
三
十
一
（
第
六
条
関
係
）

別
表
第
三
十
一
（
第
六
条
関
係
）

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

一

私
立
学
校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
十

略

一

私
立
学
校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
十

略

号
。
以
下
こ
の
表
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
第

号
。
以
下
こ
の
表
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
第

六
条
の
規
定
に
よ
る
私
立
の
幼
稚
園

又
は
幼
保

六
条
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人
（
幼
稚
園
又
は
幼
保

連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
い
ず
れ
か
又
は
全
て
を
設

（
中
核
市
に
あ
っ
て
は
、
私
立
の

置
す
る
学
校
法
人
（
中
核
市
に
あ
っ
て
は
、
幼
稚
園

幼
稚
園

の
み
を
設
置
す
る
学
校
法
人
）
に
限
る
。
以
下
こ
の

）
か
ら
の
報
告
の
徴
収

表
に
お
い
て
同
じ
。
）
か
ら
の
報
告
の
徴
収

二

法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
私
立
の
幼
稚
園

二

法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
私
立
の
幼
稚
園

の
設
置
廃
止
等
の
認
可
及
び
閉
鎖
命
令
の
諮
問

の
設
置
廃
止
等
の
認
可
及
び
閉
鎖
命
令
の
諮
問

三

法
第
十
九
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

三

法
第
二
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

（
私
立
の
幼
稚
園
及
び
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

以
外
の
私
立
学
校
並
び
に
私
立
専
修
学
校
及
び
私
立

各
種
学
校
を
設
置
す
る
学
校
法
人
を
除
く
。
以
下
こ

の
表
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
収
益
事
業
の
種
類
の
指

の
収
益
事
業
の
種
類
の
指

定
等

定
等

四

法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

四

法
第
三
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

の
寄
附
行
為
の
認
可
及
び
同
条
第
二
項

の
寄
附
行
為
の
認
可
及
び
同
条
第
二
項
（
法
第
三
十

二
条
第
二
項
及
び
第
五
十
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用

の
規
定
に
よ
る
認
可
の
諮
問

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
諮
問

五

法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

五

法
第
三
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

の
寄
附
行
為
の
補
充
及
び
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

の
寄
附
行
為
の
補
充
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る
補
充
の
諮
問

六

法
第
三
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

六

法
第
三
十
七
条
第
三
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
る
学

の
一
時
理
事
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
選
任

校
法
人
の
不
正
行
為
等
の
報
告
の
受
理

七

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人
の

七

法
第
四
十
条
の
四

の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人
の

一
時
監
事
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
選
任

仮
理
事

の
選
任

八

法
第
五
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

の
不
正
の
行
為
等
の
報
告
の
受
理

九

法
第
六
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

の
一
時
評
議
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
選
任

十

法
第
七
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
評
議
員
会

の
招
集
の
許
可

十
一

法
第
百
八
条
第
三
項

の
規
定
に
よ
る
学
校
法

八

法
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法

人
の
寄
附
行
為
の
変
更
の
認
可
及
び
同
条
第
五
項
の

人
の
寄
附
行
為
の
変
更
の
認
可
及
び
同
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
る
寄
附
行
為
の
変
更
の
届
出
の
受
理

規
定
に
よ
る
寄
附
行
為
の
変
更
の
届
出
の
受
理

十
二

法
第
百
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

九

法
第
五
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

の
解
散
の
認
可
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
認
可

の
解
散
の
認
可
及
び
同
条
第
四
項

の
諮
問
及
び
同
条
第
五
項

の
規
定
に
よ
る
解
散

の
規
定
に
よ
る
解
散

の
届
出
の
受
理

の
届
出
の
受
理

十
三

法
第
百
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
清
算
人

の
選
任

十
四

法
第
百
十
五
条

の
規
定
に
よ
る
解
散
し
た
学

十

法
第
五
十
条
の
七
の
規
定
に
よ
る
解
散
し
た
学

校
法
人
の
清
算
人
の
氏
名
等
の
届
出
の
受
理

校
法
人
の
清
算
人
の
氏
名
等
の
届
出
の
受
理

十
五

法
第
百
二
十
一
条
第
五
項

及
び
第
六
項
の
規

十
一

法
第
五
十
条
の
十
三
第
五
項
及
び
第
六
項
の
規

定
に
よ
る
裁
判
所
に
対
す
る
意
見
の
具
申
等

定
に
よ
る
裁
判
所
に
対
す
る
意
見
の
具
申
等

十
六

法
第
百
二
十
二
条

の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

十
二

法
第
五
十
条
の
十
四
の
規
定
に
よ
る
学
校
法
人

の
清
算
の
結
了
の
届
出
の
受
理

の
清
算
の
結
了
の
届
出
の
受
理

十
七

法
第
百
二
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
学
校

十
三

法
第
五
十
二
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
る
学
校

法
人
の
合
併
の
認
可

法
人
の
合
併
の
認
可

十
八

法
第
百
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校

十
四

法
第
六
十
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
学
校

法
人
に
対
す
る
措
置
命
令
、
同
条
第
二
項

法
人
に
対
す
る
措
置
命
令
、
同
条
第
二
項
（
法
第
六

十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

の
規
定
に
よ
る
措
置
命
令
の
諮
問
、
同
条
第
三
項

）
の
規
定
に
よ
る
措
置
命
令
の
諮
問
、
同
条
第
三
項

（
同
条
第
十
二
項
及
び
第
百
三
十
四
条
第
三
項

（
法
第
六
十
条
第
十
一
項
及
び
第
六
十
一
条
第
二
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
弁
明
の
機
会
の
付
与
に
係
る
通
知
、
法
第
百
三
十

る
弁
明
の
機
会
の
付
与
に
係
る
通
知
、
同
条
第
九
項

三
条
第
十
項
の
規
定
に
よ
る
役
員
又
は
評
議
員
の
解

の
規
定
に
よ
る
役
員

の
解

任
の
勧
告
及
び
同
条
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
弁
明

任
の
勧
告
及
び
同
条
第
十
項

の
規
定
に
よ
る
弁
明

の
機
会
の
付
与
等

の
機
会
の
付
与
等

十
九

法
第
百
三
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校

十
五

法
第
六
十
一
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
学
校

法
人
の
収
益
事
業
の
停
止
命
令
及
び
同
条
第
二
項
の

法
人
の
収
益
事
業
の
停
止
命
令

規
定
に
よ
る
停
止
命
令
の
諮
問

二
十

法
第
百
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学
校

十
六

法
第
六
十
二
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
学
校

法
人
の
解
散
命
令
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
解

法
人
の
解
散
命
令
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
解

散
命
令
の
諮
問
及
び
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
聴

散
命
令
の
諮
問
及
び
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
聴

聞
に
係
る
通
知

聞
に
係
る
通
知

二
十
一

法
第
百
三
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
学

十
七

法
第
六
十
三
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
学

校
法
人
か
ら
の
報
告
の
徴
収
等

校
法
人
か
ら
の
報
告
の
徴
収
等

二
十
二

私
立
学
校
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令

十
八

私
立
学
校
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令

第
三
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

第
三
十
一
号
）
第
二
条

の
規
定

に
よ
る
学
校
法
人
の
登
記
の
届
出
等
の
受
理

に
よ
る
学
校
法
人
の
登
記
の
届
出
等
の
受
理

十
九

私
立
学
校
法
施
行
令
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
学

校
法
人
の
台
帳
の
調
製
等

二
十

私
立
学
校
法
施
行
令
第
六
条
の
規
定
に
よ
る
解

散
し
た
学
校
法
人
の
書
類
等
の
保
存

別
表
第
六
十
七
の
二
（
第
十
条
関
係
）

権

限

移

譲

対

象

事

務

対
象
市
町
村

一

宅
地
造
成
及
び
特
定
盛
土
等
規
制
法
（
昭
和
三
十

市
（
中
核
市

六
年
法
律
第
百
九
十
一
号
。
以
下
こ
の
表
に
お
い
て

を
除
く
。
）

「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項

の
規
定
に
よ
る
特
定
工
程
に
係
る
中
間
検
査
等

二

法
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
定
期
の
報
告

の
受
理

三

法
第
二
十
条
第
二
項
か
ら
第
六
項
ま
で
の
規
定
に
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よ
る
工
事
の
施
行
の
停
止
命
令
等

四

第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
土
地
等
の
立

入
検
査

五

法
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
徴
取

六

法
第
三
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
特
定
工
程
に
係
る
中
間
検
査
等

七

法
第
三
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
定
期
の
報

告
の
受
理

八

法
第
三
十
九
条
第
二
項
か
ら
第
六
項
ま
で
の
規
定

に
よ
る
工
事
の
施
行
の
停
止
命
令
等

九

法
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
土
地
等
の

立
入
検
査

十

法
第
四
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
徴
取

備
考

第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
法

第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
許
可
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
宅
地
造
成
又
は
特
定
盛
土
等

に
関
す
る
工
事
に
係
る
も
の
に
限
り
、
第
六
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に

掲
げ
る
権
限
移
譲
対
象
事
務
は
法
第
三
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
法
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
た
も
の
と
み
な

さ
れ
た
特
定
盛
土
等
に
関
す
る
工
事
に
係
る
も
の
に
限
る
。

別
表
第
八
十
五
（
第
十
三
条
関
係
）

別
表
第
八
十
五
（
第
十
三
条
関
係
）

経

由

事

務

対
象
市
町
村

経

由

事

務

対
象
市
町
村

一

略

略

一

略

略

二

秋
田
県
バ
リ
ア
フ
リ
ー
社
会
の
形
成
に
関
す
る
条

略

二

秋
田
県
バ
リ
ア
フ
リ
ー
社
会
の
形
成
に
関
す
る
条

略

例
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
前
号
に
掲
げ
る
も
の(

例
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
前
号
に
掲
げ
る
も
の(

建
築
基
準
法
施
行
令
第
百
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号

建
築
基
準
法
第
六
条
第
一
項
第
四
号

又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
建
築
物
に
係
る
も
の
を
除
く

に
掲
げ
る
建
築
物
に
係
る
も
の
を
除
く

。)

。)

三
～
二
十
五

略

略

三
～
二
十
五

略

略

二
十
六

建
築
基
準
法
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
法

略

二
十
六

建
築
基
準
法
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
法

略

」
と
い
う
。
）
及
び
建
築
基
準
法
施
行
令

」
と
い
う
。
）
及
び
建
築
基
準
法
施
行
令
（
昭
和
二

に
基
づ
く
事
務
の

十
五
年
政
令
第
三
百
三
十
八
号
）
に
基
づ
く
事
務
の

う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

～

略

～

略

二
十
七

建
築
基
準
法
及
び
建
築
基
準
法
施
行
令
に
基

略

二
十
七

建
築
基
準
法
及
び
建
築
基
準
法
施
行
令
に
基

略

づ
く
事
務
の
う
ち
、
前
号

、
㈡
及
び
㈣
か
ら

ま

づ
く
事
務
の
う
ち
、
前
号

、
㈡
及
び
㈣
か
ら

ま

で
に
掲
げ
る
も
の
（
同
号
㈠
、
㈣
、

（
同
法
第
八

で
に
掲
げ
る
も
の
（
同
号
㈠
、
㈣
、

（
同
法
第
八

十
五
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申
請
に
係
る

十
五
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申
請
に
係
る

も
の
を
除
く
。
）
、

、

、

、

、

（
同
法

も
の
を
除
く
。
）
、

、

、

、

、

（
同
法

第
八
十
七
条
の
三
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申

第
八
十
七
条
の
三
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申

請
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、

及
び

に

請
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
及
び

か
ら

ま
で
に

掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
同
令
第
百
四
十
八
条
第

掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
同
令
第
百
四
十
八
条
第

一
項
各
号
に
掲
げ
る
建
築
物
又
は
工
作
物
に
係
る
も

一
項
各
号
に
掲
げ
る
建
築
物
又
は
工
作
物
に
係
る
も

の
を
除
く
。
）

の
を
除
く
。
）

二
十
八

建
築
基
準
法
及
び
建
築
基
準
法
施
行
令
に
基

略

二
十
八

建
築
基
準
法
及
び
建
築
基
準
法
施
行
令
に
基

略

づ
く
事
務
の
う
ち
、
第
二
十
六
号

、
㈡
及
び
㈣
か

づ
く
事
務
の
う
ち
、
第
二
十
六
号

、
㈡
及
び
㈣
か

ら

ま
で
に
掲
げ
る
も
の
（
同
号
㈠
、
㈣
か
ら
㈥
ま

ら

ま
で
に
掲
げ
る
も
の
（
同
号
㈠
、
㈣
か
ら
㈥
ま

で
、

（
同
法
第
五
十
二
条
第
十
四
項
（
同
項
第
二

で
、

（
同
法
第
五
十
二
条
第
十
四
項
（
同
項
第
二

号
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
る
許

号
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
る
許

可
の
申
請
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
、

、

、

可
の
申
請
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
、

、

、

（
同
法
第
六
十
八
条
第
三
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る

（
同
法
第
六
十
八
条
第
三
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る

許
可
の
申
請
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
、

、

（

許
可
の
申
請
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
、

、

（

同
法
第
八
十
五
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申

同
法
第
八
十
五
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申

請
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、

、

、

、

、

請
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、

、

、

、

、

（
同
法
第
八
十
七
条
の
三
第
七
項
の
規
定
に
よ
る

（
同
法
第
八
十
七
条
の
三
第
七
項
の
規
定
に
よ
る

許
可
の
申
請
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、

及
び

許
可
の
申
請
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
及
び

か
ら

に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
同
令
第
百
四

ま
で
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
同
令
第
百
四

十
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
建
築
物
又
は
工
作
物

十
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
建
築
物
又
は
工
作
物

に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
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